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平成２４年度 第２回新居浜市地域公共交通活性化協議会 

次   第 
 

○日時  平成２４年１１月２０日（火）１３：３０ 

○場所  新居浜市役所 ２階 ２１会議室  

 

 

  １．開 会 

         

２．議事 

(1)平成 23年度決算の承認について 

 

    (2)平成 24年度上半期の利用実績について 

 

    (3)デマンドタクシー登録者及び利用対象地域自治会長に 
対するアンケートの結果について 

 

    (4)本格運行移行の可否について（意見交換） 

 

３．その他     

 

４．閉 会 
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   新居浜市地域公共交通活性化協議会委員名簿 

条項 役員 機関・団体 役職名 氏名 

法 
第６条
第２項
第 1 号 

規約 
第５条 
第１項
第１号 

会 長 

新居浜市 

副市長 不  在 

 経済部長 本田 龍朗 

法 
第６条
第２項
第 2 号 

 

規約 
第５条
第１項
第２号 

 
新居地区旅客自動車協同組
合 代表理事 渡部 光男 

 
愛媛県ハイヤー・タクシー協
会 

専務理事 髙橋 昭雄 

 瀬戸内運輸株式会社 専務取締役 門田 正孝 

 社団法人愛媛県バス協会 専務理事 門屋 和彦 

 四国旅客鉄道株式会社 愛媛企画部長 田中 弘典 

規約 
第５条
第１項
第３号 

 愛媛県東予地方局建設部 建設企画課長 桐山 正勝 

 国土交通省四国地方整備局 
松山河川国道事務所 

副所長 原田  康 

法 
第６条
第２項
第３号 

規約 
第５条
第１項
第４号 

 新居浜警察暑 交通課長 島村 裕之 

規約 
第５条
第１項
第５号 

副会長 新居浜市連合自治会 理事 星加 勝一 

 新居浜市老人クラブ連合会 副会長 平田 ヤエ子 

 新居浜市女性連合協議会 新居浜市母子寡婦
福祉連合会会長 

三木 ユリエ 

規約 
第５条
第１項
第６号 

監 事 新居浜市社会福祉協議会 事務局次長 秋月 伸一 

監 事 新居浜商工会議所 経営支援課長 矢野 英司 

 新居浜市医師会 理事 永易 大典 

 瀬戸内運輸労働組合 執行委員長 砂田 篤志 

 
国土交通省四国運輸局 
愛媛運輸支局 

首席運輸企画
専門官 
(輸送・監査部門) 

谷口政賀津 

 
首席運輸企画
専門官 
(総務企画部門) 

鈴木 保秀 

 
事務局出席者 

事務局長 新居浜市経済部運輸観光課 課長 鴻上 浩宣 

事業担当 新居浜市経済部運輸観光課 副課長 桑原 一郎 

出 納 員 新居浜市経済部運輸観光課 主事 吹上 美佳 
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議事（１）                                                           

 

平成 23年度決算の承認について 

 

 

新居浜市地域公共交通活性化協議会 

平成 23年度収支決算書 

 

【収入の部】                                 単位：円 

区 分 予算額 決算額 摘  要 

款 項 目    

負担金 負担金 負担金 11,638,000       6,240,908       新居浜市負担金 

諸収入 諸収入 雑 入 637,000 1,130,358 

利用料収入 882,250 

（大人 1370 人 割引者 789 人） 

地域公共交通確保維持改善事業費補助 

248,000 

預金利息     108 

 12,275,000       7,371,266  

 

【支出の部】                               単位：円 

区 分 予算額 決算額 摘  要 

款 項 目    

運営費 

会議費 会議費 300,000       80,000 
委員出席謝礼 

（2 回、@5,000×延べ 16 人） 

事務費 事務費 1,029,000 393,291 

ｲﾝｸ､住宅地図他消耗品 38,051 

登録証、ﾘｰﾌﾚｯﾄ等印刷 105,315 

電話使用料 100,890 

郵送料   149,035 

事業費 事業費 事業費 6,897,975 6,897,975 運行業務  @3,675×1,877台  

予備費 予備費 予備費 4,048,025 0  

 12,275,000       7,371,266  

 ※平成 23 年度第１回協議会（平成 23 年 6 月 29 日）において承認された、事業費に対

する予備費からの充当額は、2,428,975 円である。 
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参考資料① 

 
デマンドタクシー利用・登録状況（平成２４年１０月末現在） 

 
 
○登録者数（１０月末日現在） 
 

 上部西エリア 大生院       ６４世帯 １０８人 
        中萩（萩生）   １４６世帯 ２５１人 
 上部東エリア 船木       １７３世帯 ２８８人 
 川東エリア  多喜浜（荷内･阿島） ６０世帯 １１４人 
            計    ４４３世帯 ７６１人 
 
 ※男女構成 男性 ２８２人（３７．１％） 女性 ４７９人（６２．９％） 
 ※年齢構成 50 代まで １１８人（１５．５％） 60 代以上 ６４３人（８４．５％） 

 
  
○利用状況 
 
平成 22年度(1月～3 月) 計（運行日数 56日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 
上部西エリア １４２人 ８６人 １．５人 ９１台 ０．９人 
上部東エリア １７１人 ９５人 １．７人 ８７台 １．１人 
川東エリア ７６人  ４７人 ０．８人  ４５台 １．０人 
 ３８９人 ２２８人 ４．１人 ２２３台 １．０人 
 ※利用者内訳 大人 193人 障がい者 35人 利用料収入 105,250円 

 
平成 23年度上半期(4 月～9月) 計（運行日数 124日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 
上部西エリア ２６７人 ２３７人 １．９人 ２１０台 １．１人 
上部東エリア ２３１人 ２３１人 １．９人 ２１４台 １．１人 
川東エリア １０３人 １５８人 １．３人 １３８台 １．１人 
 ６０１人 ６２６人 ５．０人 ５６２台 １．１人 
 ※利用者内訳 大人 458人 障がい者 168人 利用料収入 271,000円 
 
平成 23年度下半期(10 月～3月) 計（運行日数 120日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 
上部西エリア ３２２人 ６７６人 ５．６人 ５８８台 １．１人 
上部東エリア ２６９人 ５６９人 ４．７人 ５００台 １．１人 
川東エリア １１３人 ２８８人 ２．４人 ２２７台 １．３人 
 ７０４人 １，５３３人 １２．７人 １，３１５台 １．２人 
 ※利用者内訳 大人 912人 小人 0人   障がい者割引 本人 504人・介護 7人    

療育割引 本人 1人    精神保健割引 本人 1人   
特定疾患割引 本人 33人・介護 12人  運転免許自主返納者割引 63人  

利用料収入 611,250 円 
 

平成 24年度上半期(4 月～9月) 計（運行日数 125日） 
エリア 末日登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 

上部西エリア ３５１人 １，０５１人 ８．４人 ７６７台 １．４人 
上部東エリア ２８２人 ６１９人 ５．０人 ４９８台 １．２人 
川東エリア １１４人 ２９０人 ２．３人 ２４８台 １．２人 
 ７４７人 １，９６０人 １５．７人 １，５１３台 １．３人 
 ※利用者内訳 大人 1052人・小人 0人・無料乳幼児 2人 

障がい者割引 本人 608人・介護 21人   療育割引 本人 4人     
特定疾患割引 本人 23人・介護 5人  運転免許自主返納者割引 245人 

利用料収入 752,500 円 
 

上部西計２１０世帯 ３５９人 
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○平成 24年度 月別利用・登録状況 

 

平成 24 年４月（運行日数 20 日） 

エリア 登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ３２８人 １４３人 ７．２人 １０２台 １．４人 

上部東エリア ２７６人 ９５人 ４．８人 ７４台 １．３人 

川東エリア １１４人  ５３人 ２．７人  ４０台 １．３人 

 ７１８人 ２９１人 １４．６人 ２１６台 １．３人 

 ※利用者内訳 大人 177 人 小人 0 人  無料乳幼児 2 人 

障がい者割引 本人 96 人 療育割引 本人 1 人  

運転免許自主返納者割引 15 人       

利用料収入 116,500 円 

 

平成 24 年５月（運行日数 21 日） 

エリア 登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ３３５人 １４７人 ７．０人 １１４台 １．３人 

上部東エリア ２７７人 ９８人 ４．７人 ８３台 １．２人 

川東エリア １１４人  ３８人 １．８人  ２７台 １．４人 

 ７２６人 ２８３人 １３．５人 ２２４台 １．３人 

 ※利用者内訳 大人 145 人 小人 0 人  無料乳幼児 0 人 

障がい者割引 本人 102 人・介護 1 人  療育割引 本人 1 人 

特定疾患割引 本人 3 人   運転免許自主返納者割引 31 人       

利用料収入 107,000 円 

  

平成 24 年６月（運行日数 21 日） 

エリア 登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ３４０人 ２１８人 １０．４人 １５３台 １．４人 

上部東エリア ２７８人 １２１人 ５．８人 ９４台 １．３人 

川東エリア １１４人  ４５人 ２．１人  ３７台 １．２人 

 ７３２人 ３８４人 １８．３人 ２８４台 １．３人 

 ※利用者内訳 大人 191 人 小人 0 人  無料乳幼児 0 人 

障がい者割引 本人 126 人・介護 8 人  療育割引 本人 1 人 

特定疾患割引 本人 4 人・介護 2 人   運転免許自主返納者割引 52 人       

利用料収入 143,750 円 

 

平成 24 年７月（運行日数 21 日） 

エリア 登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ３４４人 ２０３人 ９．７人 １４９台 １．４人 

上部東エリア ２７８人 ８８人 ４．２人 ７２台 １．２人 

川東エリア １１４人  ５０人 ２．４人  ４７台 １．１人 

 ７３６人 ３４１人 １６．２人 ２６８台 １．３人 

 ※利用者内訳 大人 168 人 小人 0 人  無料乳幼児 0 人 

障がい者割引 本人 103 人・介護 5 人  療育割引 本人 1 人 

特定疾患割引 本人 8 人・介護 0 人   運転免許自主返納者割引 56 人       

利用料収入 127,250 円 
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平成 24 年８月（運行日数 23 日） 

エリア 登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ３４７人 １８５人 ８．０人 １３７台 １．４人 

上部東エリア ２８０人 １０６人 ４．６人 ８７台 １．２人 

川東エリア １１４人  ４９人 ２．１人  ４６台 １．１人 

 ７４１人 ３４０人 １４．８人 ２７０台 １．３人 

 ※利用者内訳 大人 186 人 小人 0 人  無料乳幼児 0 人 

障がい者割引 本人 92 人・介護 6 人   

特定疾患割引 本人 2 人・介護 2 人   運転免許自主返納者割引 52 人       

利用料収入 131,500 円 

 

平成 24 年９月（運行日数 19 日） 

エリア 登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ３５１人 １５５人 ８．２人 １１２台 １．４人 

上部東エリア ２８２人 １１１人 ５．８人 ８８台 １．３人 

川東エリア １１４人  ５５人 ２．９人  ５１台 １．１人 

 ７４７人 ３２１人 １６．９人 ２５１台 １．３人 

 ※利用者内訳 大人 185 人 小人 0 人  無料乳幼児 0 人 

障がい者割引 本人 89 人・介護 1 人   

特定疾患割引 本人 6 人・介護 1 人   運転免許自主返納者割引 39 人       

利用料収入 126,500 円 

 

平成 24 年 10 月（運行日数 22 日） 

エリア 登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ３５９人 ２２２人 １０．１人 １５５台 １．４人 

上部東エリア ２８８人 １５４人 ７．０人 １１１台 １．４人 

川東エリア １１４人  ６８人 ３．１人  ５５台 １．２人 

 ７６１人 ４４４人 ２０．２人 ３２１台 １．４人 

 ※利用者内訳 大人 262 人 小人 3 人  無料乳幼児 0 人 

障がい者割引 本人 109 人・介護 10 人   

特定疾患割引 本人 5 人・介護 2 人   運転免許自主返納者割引 53 人       

利用料収入 176,500 円 
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市政だより H24.10月号                    参考資料② 
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デマンドタクシー利用案内リーフレット            参考資料③ 
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参考資料④ 

新居浜市地域公共交通活性化協議会規約 

 

 （名称） 

第１条 この協議会は、新居浜市地域公共交通活性化協議会（以下「協議会」という。）と

称する。 

 （事務所の位置） 

第２条 協議会の事務所は、新居浜市一宮町一丁目５番１号新居浜市役所内に置く。 

 （目的） 

第３条 協議会は、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９

号。以下「法」という。）第６条第１項の規定に基づき、地域公共交通総合連携計画（「以

下「連携計画」という。）の作成に関する協議及び連携計画の実施に係る連絡調整を行う

ことを目的とする。 

（所掌事項） 

第４条 協議会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項を所掌する。 

（１） 連携計画の作成及び変更の協議に関すること。 

（２） 連携計画の実施に係る連絡調整に関すること。 

（３） 連携計画に位置付けられた事業の実施に関すること。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、協議会が必要と認める事項 

 （組織） 

第５条 協議会は次に掲げる委員（以下「委員」という。）をもって組織する。 

（１）新居浜市長が指名する者 

（２）関係する公共交通事業者等の代表 

（３）道路管理者が指名する者 

（４）公安委員会の長が指名する者 

（５）各種市民団体等の代表 

（６）前各号に掲げるもののほか、市が必要と認める者 

２ 協議会に次の役員を置く。 

（１）会 長 １人 

（２）副会長 １人 

（３）監 事 ２人 

３ 会長又は副会長及び監事は、相互に兼ねることができない。 

 （委員の任期） 

第６条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けたときの補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 
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（役員の選任及び職務） 

第７条 会長は、新居浜市副市長をもって充てる。 

２ 会長は、協議会を代表し、その会務を総理する。 

３ 副会長及び監事は、第５条第１項に規定する委員のうちから会長が指名する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

５ 監事は、協議会の会計の監査を行い、当該監査の結果を会長に報告しなければならな

い。 

 （会議） 

第８条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の３分の２以上の賛成をもって決するものとする。 

４ 会議は、原則として公開するものとし、その手続きは、新居浜市の例により行うもの

とする。 

５ 協議会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、説明若し

くは意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

 （協議会の承認事項） 

第９条 次の掲げる重要な事項は、協議会の承認を経なければならない。 

（１） 協議会の予算及び決算に関すること。 

（２） 規約の制定及び改廃に関すること。 

（３） 第４条に規定する事項に関すること。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、重要と認められる事項 

 （幹事会） 

第１０条 協議会は、協議会に提案する事項について協議又は調整をするため、必要に応

じ幹事会を置くことができる。 

 （分科会） 

第１１条 協議会は、第４条に規定する事項について専門的な調査又は検討を行うため、

必要に応じ分科会を置くことができる。 

 （事務局） 

第１２条 協議会の業務を処理するため、新居浜市運輸担当課所内に事務局を置く。 

２ 事務局長は、新居浜市運輸担当課所長をもって充て、事務局員は、同課所の職員をも

って充てる。 

３ 前２項に定めるもののほか、事務局に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 （会計年度） 

第１３条 協議会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わるものと

する。 
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 （資金） 

第１４条 協議会の運営に要する資金は、負担金、補助金その他の収入をもって充てる。 

 （予算） 

第１５条 会長は、毎会計年度予算を調整し、協議会の承認を得なければならない。 

 （決算） 

第１６条 会長は、毎会計年度終了後、遅滞なく、協議会の決算を調整し、監事の監査に

付さなければならない。 

２ 会長は、第７条第５項の規定により当該監査の報告があったときは、当該監査に付し

た決算について協議会の承認を得なければならない。 

 （財務に関する事項） 

第１７条 協議会の出納その他の財務に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 （謝礼） 

第１８条 協議会は、委員が会議に出席したときは、謝礼を予算の範囲内で支給すること

かできる。 

 （協議会が解散した場合の措置） 

第１９条 協議会が解散した場合には、協議会の収支は、解散の日をもって打ち切り、会

長であった者がこれを清算する。 

 （その他） 

第２０条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が会議

に諮って定める。 

 

   附則 

 （施行期日） 

１ この規約は、平成２２年１１月９日から施行する。 

 （任期の特例） 

２ 協議会初年度の委員の任期は、第６条第１項の規定にかかわらず、平成２４年３月３

１日までとする。 

 （会計年度の特例） 

３ 協議会の設立された日の属する年度の会計年度については、第１３条の規定にかかわ

らず、設立された日から平成２３年３月３１日までとする。 

 

   附則 

 （施行期日） 

 この規約は、平成２４年６月１９日から施行する。 

 

 


